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野田市立尾崎保育所の管理に関する基本協定書

野田市（以下「甲」という。）と株式会社日本保育サービス（以下「乙」という。）と

は、次のとおり、野田市立尾崎保育所（以下「本施設」という。）の管理に係る基本協

定（以下「本協定」という。）を締結する。

なお、この協定は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規

定による議会の議決を得るまで、仮協定とし、議会の議決を得たとき効力を生ずるもの

とする。ただし、議会の議決が得られないときは、この協定は無効となる。この場合に

おいて、甲乙双方とも相手方に対して損害賠償等の要求を行わないものとする。

第１章 総則

（本協定の目的）

第１条 本協定は、甲と乙が相互に協力し、本施設を適正かつ円滑に管理するために必

要な事項を定めることを目的とする。

（指定管理者の指定の意義）

第２条 甲及び乙は、本施設の管理に関して甲が指定管理者の指定を行うことの意義は、

乙の能力を活用しつつ、地域住民等に対するサービスの効果及び効率を向上させ、も

って地域の福祉の一層の増進を図ることにあることを確認する。

（公共性及び民間事業の趣旨の尊重）

第３条 乙は、本施設の設置目的、指定管理者の指定の意義及び施設管理者が行う管理

業務（以下「本業務」という。）の実施に当たって求められる公共性を十分に理解し、

その趣旨を尊重するものとする。

２ 甲は、本業務が利益の創出を基本とする民間事業者等によって実施されることを十

分に理解し、その趣旨を尊重するものとする。

（信義誠実の原則）

第４条 甲及び乙は、互いに協力し信義を重んじ、対等な関係に立って本協定を誠実に

履行しなければならない。

（法令等の遵守）

第５条 乙は、本業務の遂行に当たり、日本国憲法及び法令等を遵守しなければならな

い。

（用語の定義）

第６条 本協定で用いる用語の定義は、別紙１のとおりとする。
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（管理物件）

第７条 本業務の対象となる物件（以下「管理物件」という。）は、管理施設と管理物

品からなる。管理施設及び管理物品の内容は、別紙２のとおりとする。

２ 乙は、善良なる管理者の注意をもって管理物件を管理しなければならない。

（指定期間）

第８条 本業務に係る指定期間は、平成２９年４月１日から平成３６年３月３１日まで

とする。

２ 本業務に係る会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。

第２章 本業務の範囲と実施条件

（管理の基準及び本業務の範囲）

第９条 野田市立保育所の設置及び管理に関する条例（昭和４８年野田市条例第５号）

（以下「条例」という。）に規定する管理の基準及び業務の範囲は、野田市立尾崎保

育所管理運営仕様書（以下「仕様書」という。）に定めるとおりとする。

（業務実施条件）

第１０条 乙が本業務を実施するに当たって満たさなければならない条件は、仕様書に

示すとおりとする。

（管理の基準、業務範囲及び業務実施条件の変更）

第１１条 甲又は乙は、必要と認める場合は、相手方に対する通知をもって第９条で定

めた管理の基準、業務の範囲及び前条で定めた業務実施条件の変更を求めることがで

きる。

２ 甲又は乙は、前項の通知を受けた場合は、協議に応じなければならない。

３ 管理の基準、業務範囲又は業務実施条件の変更及びそれに伴う指定管理料の変更の

有無については、前項の協議において決定するものとする。

第３章 本業務の実施

（本業務の実施）

第１２条 乙は、本協定、年度協定、条例、関係法令等のほか、募集要項等及び事業計

画書等に従って本業務を実施するものとする。

２ 本協定、募集要項等及び事業計画書等の間に矛盾又は齟齬
そ ご

がある場合は、本協定、

募集要項等、事業計画書等の順にその解釈が優先するものとする。

３ 前項の規定にかかわらず、事業計画書等にて仕様書を上回る水準が乙から提案され

ている場合は、事業計画書等に示された水準によるものとする。ただし、仕様書を上

回る水準が提案されている場合に別途経費が発生する場合は、この限りでない。
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（開業準備）

第１３条 乙は、指定開始日に先立ち、本業務の実施に必要な資格者及び人材を確保し、

必要な研修等を行わなければならない。

２ 乙は、必要と認める場合には、指定開始日に先立ち、甲に対して管理施設の視察を

申し出ることができるものとする。

３ 甲は、乙から前項の申出を受けた場合は、合理的な理由のある場合を除いてその申

出に応じなければならない。

（第三者による実施）

第１４条 乙は、事前に甲の承諾を受けた場合を除いて、本業務の一部を第三者に請け

負わせてはならない。

２ 甲は、本協定の締結をもって、指定管理者指定申請書に添付された委託業務計画書

の内容を承諾したものとする。

３ 乙が本業務の一部を第三者に実施させる場合は、すべて乙の責任及び費用において

行うものとし、当該業務に関して第三者の責めに帰すべき事由により生じた損害及び

増加費用については、すべて乙の責めに帰すべき事由により生じた損害及び増加費用

とみなして、乙が負担するものとする。

４ 甲は、前項の規定により本業務の一部を実施させた第三者の責めに帰すべき事由に

より発生した損害を賠償した場合、乙に対して、賠償した金額及びその他賠償に伴い

発生した費用を求償することができるものとする。

（管理施設の修繕等）

第１５条 管理施設の改造、増築、移設等については、甲が自己の費用と責任において

実施するものとする。

２ 管理施設の修繕については、１件につき２０万円（消費税及び地方消費税を含む。）

未満のものについては乙が自己の費用と責任において実施するものとし、それ以外の

ものについては甲が自己の費用と責任において実施するものとする。

（緊急時の対応）

第１６条 指定期間中、本業務の実施に関連して事故、災害等の緊急事態が発生した場

合、乙は速やかに必要な措置を講じるとともに、甲を含む関係者に対して緊急事態発

生の旨を通報しなければならない。

２ 事故、災害等が発生した場合、乙は甲と協力してその原因調査に当たるものとする。

（環境への配慮）

第１７条 乙は、管理業務の執行に当たっては、環境関連法令を遵守し、次のとおり環

境への配慮に努めることとする。

（１）省エネルギーの徹底及び温室効果ガスの排出抑制に努めること。

（２）廃棄物の発生を抑制し、リサイクルの推進及び廃棄物の適正処理に努めること。

（３）環境に対する負荷の低減に配慮した物品の購入に努めること。
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（守秘義務）

第１８条 乙又は本業務の全部若しくは一部に従事する者（以下この項において「従事

者」という。）は、本業務の実施によって知り得た秘密を他に漏らし、又は自己の利

益のために利用し、若しくは不当な目的に使用してはならない。指定管理者の指定期

間が満了し、若しくは指定を取り消され、又は従事者の職務を退いた後においても、

同様とする。

２ 乙は、第１４条第１項の規定により事前に甲の承諾を受け本業務の一部を第三者に

請け負わせるときは、当該業務を請け負う者に対し、前項に規定する守秘義務に関す

る措置を講じさせなければならない。

（個人情報の保護等）

第１９条 乙は、野田市個人情報保護条例（平成１２年野田市条例第２５号）及び別紙

３「個人情報の保護に関する事項」を遵守し、本業務の実施によって知り得た個人情

報の漏えい、滅失及びき損の防止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置

を講じなければならない。

２ 乙は、第１４条第１項の規定により事前に甲の承諾を受け本業務の一部を請け負わ

せるときは、当該業務を請け負う者に対し、前項に規定する個人情報の保護に関する

措置を講じさせなければならない。

（情報セキュリティの確保）

第２０条 乙は、本業務の実施に当たっては、野田市情報セキュリティポリシーの本旨

に従い、情報資産（個人情報を含む。）を適正に取り扱わなければならない。

２ 乙は、別紙４「情報セキュリティ特記事項」を遵守しなければならない。

（管理文書）

第２１条 乙は、本業務に係る管理文書（本業務に関し、甲が貸与し、又は乙が作成し、

若しくは取得した文書をいう。以下同じ。）の保管、保存、廃棄その他管理文書の管

理に関し、野田市文書管理細則（昭和４５年野田市訓令第１１号）に準じて処理しな

ければならない。

（情報の公開等）

第２２条 甲は、管理文書について、野田市情報公開条例（平成８年野田市条例第２５

号）に基づく行政文書の開示請求又は野田市個人情報保護条例に基づく個人情報の本

人開示請求を受けた場合において、これらの請求に係る管理文書を保有していないと

きは、乙に対し、当該管理文書の提出を求めるものとする。

２ 乙は、前項の規定により求めがあった場合は、当該管理文書を保有していないとき

を除き、甲に当該管理文書を速やかに提出しなければならない。

３ 甲は、前項の規定により提出のあった管理文書に係る開示請求に対応する事務が終

了したときは、乙に当該管理文書を返却するものとする。

４ 乙は、野田市情報公開条例の趣旨を踏まえ、団体の経営状況等について、積極的に

情報の公開に努めなければならない。
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（管理文書の返還等）

第２３条 乙は、本業務を処理するために甲から貸与され、又は乙が作成し、若しくは

取得した管理文書は、指定管理者の指定期間が満了し、若しくは指定を取り消された

ときは、直ちに甲に返還し、又は引き渡すものとする。

（公契約条例による賃金の支払）

第２４条 乙は、野田市公契約条例（平成２１年野田市条例第２５条）及び別紙５「野

田市公契約条例に係る特記事項」を遵守し、本業務に従事する労働者で別途通知す

る「市長が定める賃金の最低額一覧（平成２９年度適用分。以下「最低額一覧」と

いう。）」に掲げる職種のもの（以下「協定適用労働者」という。）の賃金については、

最低額一覧に掲げる職種に応じた最低額以上の額を支払うものとする。ただし、乙

が自ら雇用しない協定適用労働者については、当該協定適用労働者を雇用する者が

その雇用する協定適用労働者に対して支払った賃金の額が表掲最低額を下回ったと

きに、乙は、その差額相当額分について、当該協定適用労働者を雇用する者と連帯

して支払う義務を負う。

２ 前項の規定の適用については、最低賃金法施行規則（昭和３４年労働者令第１６号）

第２条の規定を準用する。

（労働者への周知）

第２５条 乙は、表掲最低額及び協定適用労働者の範囲を労働者が自由に出入りできる

事務所等に掲示し、若しくは備え付け、又は書面を交付することによって協定適用労

働者に周知するものとする。

（支払状況等の報告）

第２６条 乙は、協定適用労働者に対する賃金の支払状況等について、甲が指定する期

日までに労働者支払賃金報告書(指定管理者用)により報告しなければならない。

第４章 管理物品の取扱い

（甲による備品等の貸与）

第２７条 甲は、別紙２に示す備品等（以下「備品等（Ⅰ種）」という。）を、無償で乙

に貸与する。

２ 乙は、指定期間中、備品等（Ⅰ種）を常に良好な状態に保つものとする。

３ 備品等（Ⅰ種）が経年劣化等により本業務実施の用に供することができなくなった

場合、甲は、乙との協議により、必要に応じて自己の費用で当該備品等を購入するも

のとする。

４ 乙は、故意又は過失により備品等（Ⅰ種）を滅失及びき損したときは、甲との協議

により、必要に応じて甲に対しこれを弁償しなければならない。



6

（乙による備品等の購入等）

第２８条 乙は、乙の任意により備品等を購入し、本業務実施のために供することがで

きるものとする。（以下「備品等（Ⅱ種）」という。）

２ 乙は、備品等（Ⅱ種）を購入又は廃棄した場合は、速やかにその種類及び数量等を、

甲に報告しなければならない。

第５章 業務実施に係る甲の確認事項

（業務計画書）

第２９条 乙は、毎年度甲が指定する期日までに次に掲げる事項を記載した業務計画書

を提出し、甲の確認を得なければならない。

（１）本施設の管理の実施計画

（２）本施設の管理に係る経費の収支計画

（３）前２号に掲げるもののほか、甲が特に必要と認めた事項

２ 甲及び乙は、業務計画書を変更しようとするときは、甲と乙の協議により決定する

ものとする。

（業務報告書）

第３０条 乙は、野田市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例（平成２１年

野田市条例第７号）第１０条に基づき、本業務に関し、次に掲げる事項を記載した

業務報告書を提出しなければならない。

（１）本施設の管理の実施状況及び利用状況

（２）本施設の管理に係る経費の収支状況

（３）前２号に掲げるもののほか、甲が特に必要と認めた事項

２ 乙は、収支に関する帳票その他事業に係る記録を整備し、常に経理状況を明らかに

しておくとともに、甲が必要と認めるときは、その状況を報告しなければならない。

３ 甲は、必要があると認めるときは、業務報告書の内容又はそれに関連する事項につ

いて、乙に対して報告又は口頭による説明を求めることができるものとする。

（甲による業務実施状況の確認）

第３１条 甲は、前条により乙が提出した業務報告書に基づき、乙が行う業務の実施状

況及び施設の管理状況の確認を行うものとする。

２ 甲は、前項における確認のほか、乙による業務実施状況等を確認することを目的と

して、随時、管理物件へ立ち入ることができる。また、甲は、乙に対して本業務の実

施状況や本業務に係る管理経費等の収支状況等について説明を求めることができる。

３ 乙は、甲から前項の申出を受けた場合は、合理的な理由がある場合を除いてその申

出に応じなければならない。

（甲による業務の改善勧告）

第３２条 前条による確認の結果、乙による業務実施が仕様書等、甲が示した条件を満



7

たしていない場合は、甲は、乙に対して業務の改善を勧告するものとする。

２ 乙は、前項に定める改善勧告を受けた場合は、速やかにそれに応じなければならな

い。

第６章 指定管理料等

（指定管理料の支払い）

第３３条 甲は、本業務実施の対価として、乙に対して指定管理料を支払うものとする。

２ 甲が乙に対して支払う指定管理料の詳細については、別途「年度協定」に定めるも

のとする。

（私人の公金の取扱い）

第３４条 本施設の保育料、延長保育料、休日保育料等は甲の収入とする。

２ 甲は、当該徴収事務について、地方自治法施行令第１５８条第１項及び野田市会計

事務規則第３１条の規定に基づき、乙に委託する。

第７章 損害賠償及び不可抗力

（損害賠償等）

第３５条 乙は管理業務の執行に当たり、乙の責めに帰すべき事由により甲に損害を与

えたときは、その損害を賠償しなければならない。

２ 甲の責めに帰すべき事由により乙に損害、損失及び増加費用が発生した場合、当該

費用については合理性の認められる範囲で甲が負担するものとする。なお、乙が付保

した保険により補てんされた金額相当分については、甲の負担に含まないものとする。

（第三者への賠償）

第３６条 本業務の実施において、乙の責めに帰すべき事由により第三者に損害が生じ

た場合、乙はその損害を賠償しなければならない。ただし、その損害が甲乙双方の責

めに帰すことができない事由による場合は、その限りではない。

２ 甲は、乙の責めに帰すべき事由により発生した損害について第三者に対して賠償し

た場合、乙に対して、賠償した金額及びその他賠償に伴い発生した費用を求償するこ

とができるものとする。

（保険）

第３７条 本業務の実施に当たり、甲が付保しなければならない保険は、火災保険とす

る。

２ 本業務の実施に当たり、乙が付保しなければならない保険は、次のとおりとする。

（１）施設賠償責任保険

（２）傷害保険
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（不可抗力発生時の対応）

第３８条 不可抗力が発生した場合、乙は、不可抗力の影響を早期に除去すべく早急に

対応措置をとり、不可抗力により発生する損害、損失及び増加費用を最小限にするよ

う努力しなければならない。

（不可抗力によって発生した費用等の負担）

第３９条 不可抗力の発生により乙に損害、損失及び増加費用が発生した場合、乙は、

その内容や程度の詳細を記載した書面をもって甲に通知するものとする。

２ 甲は、前項の通知を受け取った場合、損害状況の確認を行った上で乙と協議を行い、

不可抗力の判定や費用負担等を決定するものとする。

３ 不可抗力の発生により乙に損害、損失及び増加費用が発生した場合、当該費用につ

いては合理性の認められる範囲で甲が負担するものとする。なお、乙が付保した保険

により補てんされた金額相当分については、甲の負担に含まないものとする。

４ 不可抗力の発生により甲に損害、損失及び増加費用が発生した場合、当該費用につ

いては甲が負担するものとする。

（不可抗力による一部の業務実施の免除）

第４０条 前条第２項に定める協議の結果、不可抗力の発生により本業務の一部の実施

ができなくなったと認められた場合、乙は不可抗力により影響を受ける限度において

本協定に定める義務を免れるものとする。

２ 乙が不可抗力により業務の一部を実施できなかった場合、甲は、乙との協議の上、

乙が当該業務を実施できなかったことにより免れた費用分を指定管理料から減額す

ることができるものとする。

第８章 指定期間の満了

（業務の引継ぎ等）

第４１条 乙は、本協定の終了に際し、甲又は甲が指定するものに対し、本業務の引継

ぎ等を行わなければならない。

２ 甲は、必要と認める場合には、本協定の終了に先立ち、乙に対して甲又は甲が指定

するものによる管理施設の視察を申し出ることができるものとする。

３ 乙は、甲から前項の申出を受けた場合は、合理的な理由のある場合を除いてその申

出に応じなければならない。

（原状復帰義務）

第４２条 乙は、本協定の終了までに、指定開始日を基準として管理物件を原状に回復

し、甲に対して管理物件を明け渡さなければならない。

２ 前項の規定にかかわらず、甲が必要と認める場合には、乙は管理物件の原状回復は

行わずに、別途甲が定める状態で甲に対して管理物件を明け渡すことができるものと

する。
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（備品等の取扱い）

第４３条 本協定の終了に際し、備品等の取扱いについては、次のとおりとする。

（１）備品（Ⅰ種）については、乙は、甲又は甲が指定するものに対して引き継がなけ

ればならない。

（２）備品（Ⅱ種）については、原則として乙が自己の責任と費用で撤去・撤収するも

のとする。ただし、甲と乙の協議において両者が合意した場合、乙は、甲又は甲が

指定するものに対して引き継ぐことができるものとする。

第９章 指定期間満了以前の指定の取消し

（甲による指定の取消し）

第４４条 甲は、地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により、乙が次の各号のい

ずれかに該当すると認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて本業務の

全部若しくは一部の停止を命ずることができるものとする。

（１）業務に際し不正行為があったとき。

（２）甲に対し虚偽の報告をし、又は正当な理由なく報告等を拒んだとき。

（３）乙が本協定内容を履行せず、又はこれらに違反したとき。

（４）本協定第３２条第１項の改善勧告に正当な理由がなく応じないとき又は改善勧告

をしたにもかかわらず合理的期間経過後も改善が見られないとき。

（５）自らの責めに帰すべき事由により乙から本協定締結の解除の申出があったとき。

（６）その他甲が必要と認めるとき。

２ 甲は、前項に基づいて指定の取消しを行おうとする際には、事前にその旨を乙に通

知した上で、次の事項について乙と協議を行わなければならない。

（１）指定取消しの理由

（２）指定取消しの要否

（３）乙による改善策の提示と指定取消しまでの猶予期間の設定

（４）その他必要な事項

３ 第１項の規定により、甲が指定を取り消したときには、乙に対して、対価の全部又

は一部の返還を命じることができる。

４ 第１項の規定により、指定の取り消し、又は期間を定めて本業務の全部若しくは一

部の停止を命ぜられた場合において、甲に損害を与えたときは、その損害を賠償しな

ければならない。

５ 第１項の規定により、指定を取り消し、又は期間を定めて本業務の全部若しくは一

部の停止を命じた場合において、乙に損害、損失及び増加費用が生じても、甲はその

賠償の責めを負わない。

（乙による指定の取消しの申出）

第４５条 乙は次のいずれかに該当する場合、甲に対して指定の取消しを申し出ること
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ができるものとする。

（１）甲が本協定内容を履行せず、又はこれらに違反したとき。

（２）甲の責めに帰すべき事由により乙が損害又は損失を被ったとき。

（３）その他乙が必要と認めるとき。

２ 甲は、前項の申出を受けた場合、乙との協議を経てその処置を決定するものとする。

（不可抗力による指定の取消し）

第４６条 甲又は乙は、不可抗力の発生により、本業務の継続等が困難と判断した場合

は、相手方に対して指定取消しの協議を求めることができるものとする。

２ 協議の結果、やむを得ないと判断された場合、甲は指定の取消しを行うものとする。

３ 前項における取消しによって乙に発生する損害、損失及び増加費用は、合理性が認

められる範囲で甲が負担することを原則として甲と乙の協議により決定するものと

する。

（指定期間終了時の取扱い）

第４７条 第８章の規定は、前３条の規定により本協定が終了した場合に、これを準用

する。ただし、甲乙が合意した場合はこの限りではない。

第１０章 その他

（権利、義務の譲渡の禁止）

第４８条 乙は、本協定によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は継承させ

てはならない。

（本業務の範囲外の業務）

第４９条 乙は、本施設の設置目的に合致し、かつ本業務の実施を妨げない範囲におい

て、自己の責任と費用により、自主事業を実施することができるものとする。

２ 乙は、自主事業を実施する場合は、甲に対して業務計画書を提出し、事前に甲の承

諾を受けなくてはならない。その際、甲と乙は必要に応じて協議を行うものとする。

（相殺）

第５０条 甲は、本協定によって生じる乙の甲に対する金銭債権と甲の乙に対する金銭

債権を相殺することができる。

（請求、通知等の様式その他）

第５１条 本協定に関する甲乙間の請求、通知、申出、報告、承諾及び解除は、本協定

に特別の定めがある場合を除き、書面により行わなければならない。

（協定の変更）

第５２条 本業務に関し、本業務の前提条件や内容を変更したとき又は特別な事情が生
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じたときは、甲と乙の協議の上、本協定の規定を変更することができるものとする。

（解釈）

第５３条 乙は、甲が本協定の規定に基づき書類の受領、通知若しくは立会いを行い、

又は説明若しくは報告を求めたことをもって、甲が乙の責任において行うべき業務の

全部又は一部について責任を負担するものと解釈してはならない。

（疑義についての協議）

第５４条 本協定の各条項等の解釈について疑義を生じたとき又は本協定に特別の定

めのない事項については、甲と乙の協議の上、これを定めるものとする。

本協定を証するため、本書を２通作成し、甲、乙がそれぞれ記名押印の上、各１通を

保有する。

平成２８年２月１９日

甲 野田市

野田市長 根 本 崇

乙 愛知県名古屋市東区葵三丁目１５番３１号

株式会社日本保育サービス

代表取締役 荻田 和宏
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別紙１ 用語の定義

（１）「指定開始日」とは、本業務に係る指定期間の開始日をいう。

（２）「指定管理料」とは、甲が乙に対して支払う本業務の実施に関する対価をいう。

（３）「自主事業」とは、仕様書に規定した本業務以外の業務で、乙が自己の責任と費

用において実施する業務をいう。

（４）「事業計画書等」とは、本施設の指定管理者の申請に当たり、乙が提出した事業

計画書、職員配置計画書等の申請書類をいう。

（５）「年度協定」とは、本協定に基づき、甲と乙が指定期間中に毎年締結する協定を

いう。

（６）「不可抗力」とは、天災（地震、津波、落雷、暴風雨、洪水、異常降雨、土砂崩

壊等）、人災（戦争、テロ、暴動等）、法令変更及びその他甲及び乙の責めに帰す

ことのできない事由をいう。なお、施設利用者数の増減は、不可抗力に含まない

ものとする。

（７）「法令等」とは、法律、法律に基づく命令（告示含む。）、条例及び規則（告示含

む。）をいう。

（８）「募集要項」とは、野田市立尾崎保育所指定管理者募集要項をいう。

（９）「募集要項等」とは、募集要項本体、募集要項添付資料、野田市立尾崎保育所管

理運営仕様書及びそれらに係る質問回答をいう。
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別紙２ 管理物件

１ 管理施設

・野田市立尾崎保育所施設

・施設内の外構及び植栽

２ 管理物品

（１）備品等（Ⅰ種）

種類 数量 備考

扇風機 1 30 ㎝卓上型 日立

ﾋﾟｱﾉ 1 ﾔﾏﾊ V3H（椅子・ﾋﾟｱﾉｶﾊﾞｰ）

ｽｸﾘｰﾝ 1 ｳﾁﾀﾞ 2-0300

とび箱 1 富士型

版画ｾｯﾄ 1 ｽﾁｰﾙ（ﾛｰﾗｰ、ﾊﾞｯﾄ、ﾊﾞﾚﾝ、ﾍﾗ）ｼﾞｬｸｴﾂ

紅白玉入れ 1 ｼﾞｬｸｴﾂ

ｹﾞｰﾑﾎﾞｯｸｽ 1 ｼﾞｬｸｴﾂ 420*420*420 12 個

職員用ﾛｯｶｰ 1 ｽﾁｰﾙ製 ｳﾁﾀﾞ 302-3203

職員用ﾛｯｶｰ 1 ｽﾁｰﾙ製 ｳﾁﾀﾞ 302-0023

職員用ﾛｯｶｰ 1 ｽﾁｰﾙ製 ｳﾁﾀﾞ 302-0023

職員用机 1 ｽﾁｰﾙ製 ｳﾁﾀﾞ 312-0207

職員用机 1 ｽﾁｰﾙ製 ｳﾁﾀﾞ 312-0207

職員用机 1 ｽﾁｰﾙ製 ｳﾁﾀﾞ 312-0207

職員用机 1 ｽﾁｰﾙ製 ｳﾁﾀﾞ 312-0207

職員用机 1 ｽﾁｰﾙ製 ｳﾁﾀﾞ 312-0207

職員用机 1 ｽﾁｰﾙ製 ｳﾁﾀﾞ 312-0207

職員用机 1 ｽﾁｰﾙ製 ｳﾁﾀﾞ 312-0207

職員用机 1 ｽﾁｰﾙ製 ｳﾁﾀﾞ 312-0207

職員用机 1 ｽﾁｰﾙ製 ｳﾁﾀﾞ 312-0207

職員用机 1 ｽﾁｰﾙ製 ｳﾁﾀﾞ 312-0207

職員用机 1 ｽﾁｰﾙ製 ｳﾁﾀﾞ 312-0207
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職員用机 1 ｽﾁｰﾙ製 ｳﾁﾀﾞ 312-0207

職員用机 1 ｽﾁｰﾙ製 ｳﾁﾀﾞ 312-0208

職員用机 1 ｽﾁｰﾙ製 ｳﾁﾀﾞ 312-0209

大太鼓 1 ﾊﾞﾁ・ｽﾀﾝﾄﾞ付

小太鼓 1 ﾊﾞﾁ・ｽﾀﾝﾄﾞ付

ﾌﾞﾗｲﾝﾄﾞ 1 立川ﾓﾉｺﾑ

ﾌﾞﾗｲﾝﾄﾞ 1 立川ﾓﾉｺﾑ

ﾌﾞﾗｲﾝﾄﾞ 1 立川ﾓﾉｺﾑ

ﾌﾞﾗｲﾝﾄﾞ 1 立川ﾓﾉｺﾑ

ﾌﾞﾗｲﾝﾄﾞ 1 立川ﾓﾉｺﾑ

ﾌﾞﾗｲﾝﾄﾞ 1 立川ﾓﾉｺﾑ

ﾌﾞﾗｲﾝﾄﾞ 1 立川ﾓﾉｺﾑ

ﾌﾞﾗｲﾝﾄﾞ 1 立川ﾓﾉｺﾑ

ﾌﾞﾗｲﾝﾄﾞ 1 立川ﾓﾉｺﾑ

ﾌﾞﾗｲﾝﾄﾞ 1 立川ﾓﾉｺﾑ

ﾌﾞﾗｲﾝﾄﾞ 1 立川ﾓﾉｺﾑ

ﾌﾞﾗｲﾝﾄﾞ 1 立川ﾓﾉｺﾑ

綱引きﾛｰﾌﾟ 1 ﾏﾆﾗ麻

遊戯室ﾊﾞｯｸ幕 1 布製

遊戯室目切幕 1 布製

遊戯室目切幕 1 布製

遊戯室目切幕 1 布製

遊戯室目切幕 1 布製

ｽﾃｰｼﾞ引幕 1 布製

脚立 1 ｱﾙﾐ製

拡声器 1 TA-15X ﾄｰｱ㈱

人形劇舞台 1 木製

七段飾雛人形 1

三間低鉄棒 1 高さ 900、1000、1100

ﾊﾟﾝﾗｯｸ 1 ﾘﾝﾅｲ 900*750*1800
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ﾀﾞｽﾄﾃｰﾌﾞﾙ 1 ﾘﾝﾅｲ 900*750*800

盛付台 1 ﾘﾝﾅｲ 1200*750*800

盛付台 1 ﾘﾝﾅｲ 1200*750*800

二槽ｼﾝｸ 1 ﾘﾝﾅｲ 1500*750*800

二槽ｼﾝｸ 1 ﾘﾝﾅｲ 1500*750*800

脇台 1 ﾘﾝﾅｲ 750*750*800

置台 1 ｸﾘﾅｯﾌﾟ 1500*750*500

食器戸棚 1 ｸﾘﾅｯﾌﾟ 1200*600*1800

天井扇 1 三菱

天井扇 1 三菱

天井扇 1 三菱

天井扇 1 三菱

園児用下駄箱 1 2260*300*700

園児用下駄箱 1 2260*300*700

園児用下駄箱 1 2260*300*700

園児用下駄箱 1 2260*300*700

傘立て 1 鉄製 600*300*600

傘立て 1 鉄製 600*300*600

傘立て 1 鉄製 600*300*600

傘立て 1 鉄製 600*300*600

傘立て 1 鉄製 600*300*600

とび箱 1 富士型

換気扇 1 東芝 VFW25N

幼児用ﾍﾞｯﾄ 1 鉄製全長 135*71*120（ﾍﾞｯﾄﾏｯﾄ付）

幼児用ﾍﾞｯﾄ 1 鉄製全長 135*71*120（ﾍﾞｯﾄﾏｯﾄ付）

暗幕 1 ﾚｰﾖﾝ 100％防炎

ｽﾁｰﾙ物置 1 ﾖﾄﾞ YM10 型

石油ｽﾄｰﾌﾞ
1

ｻﾝﾎﾟｯﾄ SF 115TD（排気筒、保護ｶﾊﾞｰ

付）

ｷﾝｸﾞﾌﾞﾛｯｸ 1 ｼﾞｬｸｴﾂ 130270

回転式黒板 1 ﾜﾝﾀﾞｰﾌﾞｯｸ 1561
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幼児用ﾍﾞｯﾄ 1 W-07400

平均台 1 320101

平均台 1 320101

ﾃﾚﾋﾞ専用台 1 ﾅｼｮﾅﾙ TY-GL2C

湯沸器 1 ﾊﾟﾛﾏ PH-12BFA

保温器 1 EK-1100 型 50826

換気扇 1 FY-30EM1

体重計 1 W-31200 水平式、50k

乳児用身長計 1 YO6600

石油ｽﾄｰﾌﾞ 1 ｺﾛﾅ SX-30

回転釜 1 KGS-10

ﾛｰﾙｺｱﾃｰﾌﾞﾙ 1 H45 ㎝

ﾛｰﾙｺｱﾃｰﾌﾞﾙ 1 H45 ㎝

避難車 B 1 W13800（B ｶﾊﾞｰ W13801 付）

幼児用ﾍﾞｯﾄ 1 W-07400

天井扇 1 CY40-F9 三菱

天井扇 1 CY40-F9 三菱

壁掛用扇 1 K35D-U(B)三菱

壁掛用扇 1 K35D-U(B)三菱

中富士型ｽﾍﾞﾘ台 1 U01501

ﾃﾚﾋﾞ 1 三菱 29C-AT5

天井扇 1 三菱 CY40-F9

天井扇 1 三菱 CY40-F10

壁掛扇 1 K30H0 三菱

CD ﾌﾟﾚｰﾔｰ 1 接続ｺｰﾄﾞ付

ｶﾞｰﾄﾞ付脚立 1 KM-240

ﾋﾞﾃﾞｵﾃﾞｯｷ ｼｬｰﾌﾟ 1 VC-M140 ﾘﾓｺﾝ付

天井扇 1 三菱 CY40-F11

天井扇 1 三菱 CY40-F11

ｻｲｸﾙﾌｧﾝ（天井扇） 1 三菱 CY40-G
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ｻｲｸﾙﾌｧﾝ（天井扇） 1 三菱 CY40-G

ﾜｲﾔﾚｽﾏｲｸ 1 ﾋﾞｸﾀｰ WM-P873

ﾊﾟﾈﾙｽﾃｰｼﾞ 1 800*1100*15 ㎜ｽﾀﾝﾄﾞ付

ﾌﾞﾗｯｸﾗｲﾄ装置 1 20W

ｻﾝﾎﾟｯﾄ石油暖房機 1 FF-182CTS

ｻﾝﾎﾟｯﾄ石油暖房機 1 FF-182CTS

ﾋﾞﾃﾞｵ 1 三菱 HV-F200

天井扇 1 CY40G 三菱

ﾐﾆﾌﾟｰﾙ 1 T-22100（排水ﾎｰｽ T-37300)

ｶﾗｰﾃﾚﾋﾞ 1 NEC C25W10（ﾃﾚﾋﾞ台付）

事務用椅子 1 ｺｸﾖ CRG281AKG2W

暖房器具 1 ｺﾛﾅ FFP-1500A

暖房機 1 FF-15G9 ｻﾝﾎﾟｯﾄ

物置 1 ｲﾅﾊﾞ MBX25

身長計 1 W-06700

ﾐﾆｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ 1 T-05300

事務用椅子 1 ｺｸﾖ CRG281AKG2Ｖ

事務用椅子 1 ｺｸﾖ CRG281AKG2Ｖ

事務用椅子 1 ｺｸﾖ CRG281AKG2Ｖ

事務用椅子 1 ｺｸﾖ CRG281AKG2Ｖ

事務用椅子 1 ｺｸﾖ CRG281AKG2Ｖ

事務用椅子 1 ｺｸﾖ CRG281AKG2Ｖ

事務用椅子 1 ｺｸﾖ CRG281AKG2Ｖ

事務用椅子 1 ｺｸﾖ CRG281AKG2Ｖ

事務用椅子 1 ｺｸﾖ CRG281AKG2Ｖ

事務用椅子 1 ｺｸﾖ CRG281AKG2Ｖ

炊飯器（ｶﾞｽ） 1 RR-50S1 ﾘﾝﾅｲ

炊飯器（ｶﾞｽ） 1 RR-50S1 ﾘﾝﾅｲ

ＦＦ式暖房機 1 ＦＦ-1510Ｓ（W)ｺﾛﾅ

ﾋﾞﾃﾞｵﾃﾞｯｷ 1 ﾅｼｮﾅﾙ NV-H100
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扇風機（ｽﾀﾝﾄﾞ) 1 松下 F-K401P

ｸﾘｰﾅｰ 1 MC-S66VF-R 松下

避難散歩車 1 ﾒｲﾄ CP 型

机 1 ﾁｬｲﾙﾄﾞ 6 人用机 A6M ﾒｯｷ車付

机 1 ﾁｬｲﾙﾄﾞ 6 人用机 A6M ﾒｯｷ車付

机 1 ﾁｬｲﾙﾄﾞ 6 人用机 A6M ﾒｯｷ車付

机 1 ﾁｬｲﾙﾄﾞ 6 人用机 A6M ﾒｯｷ車付

哺乳瓶殺菌庫 1 ﾔｶﾞﾐ紫外線保管庫 48220 UV-30

球根皮剥機 1 NP-20 単組 100V

避難車 B 1 W-13800 ｽﾁｰﾙ製

ﾚｺﾞ園用特別ｾｯﾄ 1 S-43100

業務用冷凍冷蔵庫 1 ﾚｲｷ 2511SS F2113843

避難車 B 1 W-13800 ｽﾁｰﾙ製

ﾜｲﾔﾚｽﾏｲｸ
1

受信周波数 322.05MHZ WX-1700 松

下通信

扇風機 1 ﾘﾋﾞﾝｸﾞ扇 40cm FK-401P

ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ CD ｱﾝﾌﾟ
1

受信周波数322.05MHZ WX-350松下

通信

机（未満児用） 1 W-218-03

机（6 人用） 1 車付ﾒｯｷ 60*120*51 ﾏｽｾｯﾄ#10115

ｵﾑﾛﾝ血圧計 1 HEM-757A

DPT 法残留塩素測定器 1 日医 21195

6 人用机車付 1 ﾒｯｷ AD6W-32900 120*75*51

6 人用机車付ﾒｯｷ A6M 1 W-31800

事務用椅子 1 CR-G631F4KF26

ｶﾞｽ回転釜 1 KGS-10

三槽ｼﾝｸ 1 H-3-2490 ﾎｼｻﾞｷ

ﾍﾞｯﾄﾏｯﾄ 1

ﾍﾞｯﾄﾏｯﾄ 1

6 人用机車付ﾒｯｷ A6M 1 W-31800

ﾋﾞﾃﾞｵﾃﾞｯｷ 1 NV-SV110
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物置 1 MBW-60 ｲﾅﾊﾞ

乾燥機 1 DR-D50M 形 三菱

6 人用机車付ﾒｯｷ A6M 1 W-31800

6 人用机車付ﾒｯｷ A6M 1 W-31800

電子温度計 1 SK-250WP-01

屋外壁掛湯沸器 1 PH20SSW №13

電子ｼﾞｬｰ炊飯器 1 SR-UH36 ﾅｼｮﾅﾙ

二槽式洗濯機 1 CW-C43A1 4.3ｋ 三菱

ﾌｯｸｽﾀﾝﾄﾞ 1 33-71497（ﾋﾟﾝｸ）学研

ﾌｯｸｽﾀﾝﾄﾞ 1 33-71495（ｸﾞﾘｰﾝ）

包丁まな板殺菌庫 1 NSC-84H ﾆﾁﾜ電機

ﾁｪﾘｰ椅子ﾒｯｷ CLGM 1 4-77229 学研

ﾁｪﾘｰ椅子ﾒｯｷ CLGM 1 4-77229 学研

ﾁｪﾘｰ椅子ﾒｯｷ CLGM 1 4-77229 学研

ﾁｪﾘｰ椅子ﾒｯｷ CLGM 1 4-77229 学研

ﾁｪﾘｰ椅子ﾒｯｷ CLGM 1 4-77229 学研

ﾁｪﾘｰ椅子ﾒｯｷ CLGM 1 4-77229 学研

ﾁｪﾘｰ椅子ﾒｯｷ CLGM 1 4-77229 学研

ﾁｪﾘｰ椅子ﾒｯｷ CLGM 1 4-77229 学研

ﾁｪﾘｰ椅子ﾒｯｷ CLGM 1 4-77229 学研

6 人用机車付ﾒｯｷ A6M 1 24-72810 学研

6 人用机車付ﾒｯｷ A6M 1 24-72810 学研

6 人用机車付ﾒｯｷ A6M 1 24-72810 学研

6 人用机車付ﾒｯｷ A6M 1 24-72810 学研

6 人用机車付ﾒｯｷ A6M 1 24-72810 学研

6 人用机車付ﾒｯｷ A6M 1 24-72810 学研

6 人用机車付ﾒｯｷ A6M 1 W-31800

ﾁｪﾘｰ椅子ﾒｯｷ CLGM 1 Ｗ-01500 ひかりのくに

ﾁｪﾘｰ椅子ﾒｯｷ CLGM 1 Ｗ-01500 ひかりのくに

ﾁｪﾘｰ椅子ﾒｯｷ CLGM 1 Ｗ-01500 ひかりのくに
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ﾁｪﾘｰ椅子ﾒｯｷ CLGM 1 Ｗ-01500 ひかりのくに

ﾁｪﾘｰ椅子ﾒｯｷ CLGM 1 Ｗ-01500 ひかりのくに

ﾁｪﾘｰ椅子ﾒｯｷ CLGM 1 Ｗ-01500 ひかりのくに

ﾁｪﾘｰ椅子ﾒｯｷ CLGM 1 Ｗ-01500 ひかりのくに

ﾁｪﾘｰ椅子ﾒｯｷ CLGM 1 Ｗ-01500 ひかりのくに

椅子背なしﾒｯｷ FFMＨ 1 Ｗ-16600 ひかりのくに

椅子背なしﾒｯｷ FFMＨ 1 Ｗ-16600 ひかりのくに

石油暖房機 1 FF-184CTS ｻﾝﾎﾟｯﾄ

中心温度計 1 SK-250WPⅡ-N

おむつ交換台 1 Ｗ-70500

おむつ交換台 1 Ｗ-70500

紙ｵﾑﾂﾍﾟｰﾙ 1 電機溶着式 100V 容量 20l

CD-MD ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙｼｽﾃﾑ 1 16640RC-Z25ＭＤ

金庫（ﾀﾞｲﾔﾙ式） 1 PD-20N（ｴｰｺｰ）

食器消毒保管庫 1 MSS-15S-B

石油ｽﾄｰﾌﾞ 1 FF-184CTS（サンポット）

DPD 法残留塩素測定器 1 日医 21195

DPD 法残留塩素測定器 1 日医-21195（日本医療器研究所）

二層シンク 1 1500×750×850R なしｶﾊﾞｰ板

地上デジタル放送テレビ一式 1 ＬＣＤ-26ＭＬ10

デジタルベビースケール 1 Ｓｅｃａ８３３（ﾔｶﾞﾐ）

ｻﾝﾎﾟｯﾄｽﾄｰﾌﾞ 1 FF-184CTS 型

ﾜﾝﾀｯﾁﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ鉄棒（安全マット付） 1 ﾒｲﾄ 12123.12124

ﾜﾝﾀｯﾁﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ鉄棒 1 ﾒｲﾄ 12123

バランス平均台 1 ﾒｲﾄ 11432

冷凍庫 1 NR-FZ121A

冷凍冷蔵庫 1 URN-121PM6

ほ乳瓶用熱風消毒保管庫 1 ＣＢＢ－900

ガスレンジ 1

給食ワゴン 1
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（２）備品等（Ⅱ種）

種類 数量 備考
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別紙３ 個人情報の保護に関する事項

野田市（以下「甲」という。）から指定管理者の指定を受けた者（以下「乙」という｡）

は、野田市立尾崎保育所の管理に関する基本協定（以下「当該協定」という。）による

業務の処理に当たっては、次の事項を遵守し、個人の権利利益を侵害することのないよ

う個人情報を適正に取り扱わなければならないものとする。

なお、野田市個人情報保護条例（平成１２年野田市条例第２５号）の規定に違反する

行為には、罰則が科せられる。

１ 秘密の保持

（１）乙は、当該協定による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、

又は不当な目的に使用してはならない。指定管理者の指定の期間が満了し、又は指

定を取り消された後においても同様とする。

（２）事務従事者への周知

乙は、その事務に従事する者に対し、在職中及び退職後においても当該協定によ

る事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用

してはならないことなど、個人情報の保護に関して必要な事項の周知を図らなけれ

ばならない。

（３）漏えい、滅失及びき損の防止

乙は、当該協定による事務に係る個人情報の漏えい、滅失及びき損の防止その他

の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。

２ 委託の禁止

乙は、当該協定による事務を処理するための個人情報を自ら取り扱うものとし、甲

の指示又は承諾があるときを除き、第三者に取り扱わせてはならない。

３ 個人情報の目的外利用・提供の禁止

乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、当該協定による事務に関して知り得た

個人情報を当該事務を処理するため以外に利用し、又は第三者に提供してはならない。

４ 複写等の禁止

乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、当該協定による事務を処理するために、

甲から貸与され、又は乙が収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を

複写し、又は複製してはならない。

５ 事故発生時における報告

乙は、当該個人情報の保護に関する事項に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれ

があることを知ったときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。指定

管理者の指定の期間が満了し、又は指定を取り消された後においても同様とする。

６ 立入検査等に関する事項

甲は、乙が個人情報の取扱いについて市民の権利に重大な侵害を及ぼし、又は及ぼ

すおそれがあると認めるときは、その事実を明らかにするために必要な限度において、

乙に対し、説明又は資料の提出を求め、その職員をして乙の事業所に立ち入らせ、文

書その他の資料を検査・調査させ、若しくは関係者に質問（以下「立入検査等」とい

う。）させることができるものとする。

（電子計算機処理による委託の場合）
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甲は、乙に個人情報を取り扱う事務のうち電子計算機処理が行われるものを委託す

るときは、定期に又は必要に応じて臨時に、乙に対し、立入検査等をすることができ

るものとする。

乙は、甲の指示に従い、立入検査等に協力しなければならない

７ 資料等の返還等

乙は、当該協定による事務を処理するために甲から貸与され、又は乙が収集し、若

しくは作成した個人情報が記録された資料等を、指定管理者の指定の期間が満了し、

又は指定を取り消された後、直ちに甲に返還し、又は引き渡すとともに、すべての個

人情報が記録された資料等を返還したことの確約書を提出するものとする。ただし、

甲が別に指示したときは、当該方法によるものとする。

８ 電子情報の授受及び搬送

（１）乙は、個人情報が記録された記録媒体を甲との間で授受する場合は、手渡しで

行わなければならない。

（２）乙は、甲から貸与され、又は作成した個人情報が記録された記録媒体を搬送す

る場合は、盗難を防止する対策を講じなければならない。

（３）乙は、当該記録媒体を硬質のケースに入れる等、記録媒体を物理的に保護する

ための対策を講じなければならない。

９ 指定管理者における電子情報の保管及び廃棄

（１）乙は、甲から貸与され、又は作成した個人情報が記録された記録媒体を、適切

に管理しなければならない。

（２）乙は、個人情報が記録された記録媒体を廃棄する場合は、当該媒体に記録され

た情報資産をいかなる方法によっても復元できないよう破壊又は消去する等、情報

漏えいのないよう処理するとともに、処理日時、担当者及び処理内容を甲に報告し

なければならない。

（３）乙は、端末機等の情報機器を貸借期間終了及び保守等により交換又は廃棄する

場合は、当該機器のハードディスク等に記録された個人情報をいかなる方法によっ

ても復元できないよう破壊又は消去する等、情報漏えいのないよう処理するととも

に、処理日時、担当者及び処理内容を甲に報告しなければならない。

１０ 個人情報保護マニュアルの遵守

乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、取り扱う個人情報の取得、利用又は提供

の方法などを定めた個人情報保護に関するマニュアル（以下「個人情報保護マニュア

ル」という。）を遵守しなければならない。

１１ 従業者に対する教育の実施

乙は、個人情報保護マニュアルに基づき従業者（派遣社員、アルバイト・パート社

員を含む。）に対して個人情報に関する教育を実施し、個人情報の保護に努めなけれ

ばならない。

１２ 個人情報の責任者及び取扱者

乙は、その取り扱う個人情報の漏えい、滅失、不正利用又はき損の防止その他の個

人情報を安全に管理するため、個人情報を取り扱うことができる者（以下「取扱者」

という。）を制限し、さらに取扱者を監督する責任者を選任しなければならない。
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別紙４ 情報セキュリティ特記事項

１ 基本事項

この協定により、野田市から指定管理者の指定等を受けた者（以下「指定管理者」

という。）は、この協定による業務を行うにあたり、野田市個人情報保護条例（平成

１２年野田市条例第２５号）及び別記個人情報の保護に関する事項により個人情報を

適正に取り扱うとともに、情報資産の取扱いに際し、情報セキュリティの重要性を認

識し、情報資産の漏えい、紛失、盗難、改ざん等から保護するため、必要な措置を講

じなければならない。

２ 定義

この情報セキュリティ特記事項において使用する用語の定義は、次に掲げるとおり

とする。

（１）情報セキュリティ 情報資産の機密性、完全性及び可用性を確保し、維持する

ことをいう。

（２）行政情報 この契約等による業務を行うにあたり、野田市から提供された情報

及び新たに作成又は取得した情報（野田市個人情報保護条例第２条第２号に規定

する個人情報を含む。）をいう。

（３）情報システム この契約による業務を行うにあたり、ハードウエア、ソフトウ

エア、ネットワーク及び記録媒体等で構成され、これらの一部又は全体で業務処

理を行う仕組みをいう。

（４）記録媒体 行政情報の記録及び管理に使用される磁気ディスク、磁気テープ、

光ディスク等をいう。

（５）情報資産 行政情報及び情報システムをいう。

３ 野田市情報セキュリティポリシー等の遵守

受注者は、この協定による業務に係る情報資産の取扱いについては、野田市情報セ

キュリティポリシーに加え、この情報セキュリティ特記事項及び仕様書等において定

められている情報セキュリティに関する事項を遵守するものとする。

４ 組織体制

指定管理者は、この協定による業務に係る情報セキュリティに関する組織的な体制

として、次に掲げる事項について書面により明らかにしなければならない。また、内

容に変更がある場合、指定管理者は速やかに書面により野田市へ連絡しなければなら

ない。

（１）情報セキュリティに係る責任体制

（２）情報資産の取扱部署及び担当者

（３）通常時及び緊急時の連絡体制

５ 秘密の保持

（１）指定管理者は、この協定による業務に関して知り得た情報をみだりに他人に知

らせ、又は当該業務以外の目的で使用してはならない。

（２）指定管理者は、この協定による業務に従事する者に対し、在職中及び退職後に

おいても、この協定による業務に関して知り得た情報をみだりに他人に知らせ、

又は当該業務以外の目的で使用してはならないこと及びその他情報資産の保護
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に関して必要な事項を周知しなければならない。

（３）（１）及び（２）の規定は、この協定が終了し、又は指定が取り消された後に

おいても同様とする。

６ 業務目的以外の利用等の禁止

指定管理者は、野田市の指示又は承諾があるときを除き、この協定による業務に係

る情報資産を当該業務以外の目的に使用し、又は第三者に提供してはならない。

７ 複写及び複製の禁止

指定管理者は、野田市の指示又は承諾があるときを除き、この協定による業務に係

る情報資産を複写し、又は複製してはならない。

８ 情報資産の受渡し

この協定による業務に係る情報資産の提供、返却又は廃棄については、受渡票等で

確認し行うものとする。

９ 厳重な保管及び搬送

指定管理者は、この協定による業務に係る情報資産の漏えい、紛失、盗難、改ざん

その他の事故等を防止するため、情報資産の厳重な保管及び搬送に努めなければなら

ない。

１０ 再委託の禁止

（１）指定管理者は、野田市の書面よる承諾があるときを除き、この協定による情報

資産の取扱いを自ら行うものとし、その取扱いを第三者に委託し、又は請け負わ

せてはならない。

（２）指定管理者は、野田市の承諾を得て情報資産の取扱いを第三者に委託し、又は

請け負わせようとするときは、当該委託先又は請負先に、この情報セキュリティ

特記事項で要求する事項を遵守させなければならない。

１１ 事故発生時の報告義務

指定管理者は、この協定による業務に係る情報資産の漏えい、紛失、盗難、改ざん

その他の事故等が生じ、又は生じた可能性があることを知ったときは、速やかに野田

市に報告し、その指示に従わなければならない。この協定が終了し、又は指定が取り

消された後においても同様とする。

１２ 調査等の実施

（１）野田市は、この協定による業務に係る指定管理者の情報セキュリティの運用状

況に関し定期的に報告を求め、必要に応じて業務履行場所への立入調査及び監査

（以下「調査等」という。）を行うことができるものとする。

（２）指定管理者は、野田市から業務履行場所への調査等の申入れがあったときは、

特段の理由が認められる場合を除き、協力しなければならない。

（３）野田市は、（１）による業務履行場所への調査等による確認の結果、指定管理

者による情報セキュリティの運用状況に瑕疵を認めたときは、期限を定めて改善を

勧告するものとする。

（４）指定管理者は、（３）による改善勧告を受けたときは、この改善勧告に速やか

に応じなければならない。

１３ 情報資産の返還又は処分

指定管理者は、この協定が終了し、又は指定が取り消されたときは、この協定によ
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る業務に係る情報資産を、速やかに野田市に返還し、又は漏えいを来さない方法で確

実に処分しなければならない。

１４ 特記事項に違反した場合の指定の取消し及び損害賠償

野田市は、指定管理者がこの情報セキュリティ特記事項に違反していると認めたと

きは、指定の取消し及び損害賠償の請求をすることができるものとする。

１５ 違反事実の公表等

指定管理者がこの情報セキュリティ特記事項に違反し、指定を取り消された場合、

野田市は、指定管理者の名称及び違反事実を公表することができる。

１６ 実施責任

指定管理者は、指定管理者内における情報資産の情報セキュリティ対策を明確にし、

野田市が求めた際には速やかに報告しなければならない。

１７ 従事者に対する教育の実施

指定管理者は、情報資産を取り扱う業務の従事者に対し、情報セキュリティに関す

る教育を実施し、情報セキュリティの確保に努めなければならない。

１８ その他

指定管理者は、１から１７までに定めるもののほか、情報資産の適正な管理のため

に必要な措置を講じなければならない。
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別紙５ 野田市公契約条例に係る特記事項（指定管理協定用）

当該指定管理業務は、野田市公契約条例（以下「条例」という。）第４条に規定する

公契約に該当するため、市との間で指定管理協定を締結した者（以下「受注者」という。）

は、指定期間終了までの間において条例に基づく必要な事務手続を行うこと。必要な事

務手続の内容は、この特記事項及び野田市公契約条例の手引（以下「手引」という。）

に定める。必要な事務手続が行われない場合は、指定を取り消すとともに指名停止等を

行う（共同事業体の構成員を含む）。

また、受注者、下請負者及び労働者派遣法の規定に基づき受注者又は下請負者に労働

者を派遣する者（以下「受注者等」という。）に対して、条例の効果と条例で設定して

いる賃金水準の適正性について検証するため、条例の適用を受ける労働者（以下「適用

労働者」という。）の賃金について、指定期間開始前の賃金等の状況をはじめ、指定期

間終了後に賃金が変動した場合にはその理由について調査を行う。受注者は調査に協力

するとともに、当該指定管理業務の一部を下請負者及び労働者派遣法の規定に基づき受

注者又は下請負者に労働者を派遣する者（以下「受注関係者」という。）に委託する場

合においては、その者に対しても協力するよう周知しておくこと。

（賃金支払義務、受注者の連帯責任等）

１ 受注者等は、適用労働者に対し、別途通知する「市長が定める賃金の最低額一覧（平

成２９年度適用分）」に記載された額（以下「賃金等の最低額」）以上の賃金を支払わ

なければならない。受注関係者が適用労働者に支払った賃金が、賃金等の最低額を下

回ったときは、その差額分の賃金等について、受注者は、受注関係者と連携して支払

う義務を負う。

受注者は、当該指定管理業務に従事する労働者の適正な労働条件及びこの公契約の

質の確保が受注関係者の安定した経営に基づいて成り立つことを十分に考慮し、受注

関係者との契約を締結するに当たっては、各々の対等な立場における合意に基づいた

公正な契約としなければならない。

（不利益取扱いの禁止）

２ 支払われた賃金等の額が賃金等の最低額を下回るときその他受注者等が条例に定

める事項に違反する事実を適用労働者が申出をしたことを理由として、当該適用労働

者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。

（適用労働者への周知義務）

３ 受注者は、全ての適用労働者に対して、条例第７条第１号から第３号までの事項を

書面をもって周知しなければならない。

書面については、市が作成し受注者に配付する。受注者は、当該書面を次のいずれ

かの方法により周知を行うこと。

・作業場の見やすい場所に掲示又は備付けで行うときは、指定期間とする。

・適用労働者へ配付するときは、最初に当該指定管理業務に従事するときまでに行う。
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（配置労働者報告書（指定管理者用）の提出）

４ 受注者は、当該指定管理業務に従事する労働者の支払予定賃金を記入した「配置労

働者報告書」、「履行体系図」、「適用労働者への周知書類(写)」、「就業規則又は労働条

件を通知した書面(写)」を募集（申請）要項で指定された提出場所へ持参し提出する

こと。

配置労働者報告書の提出には、原則として「賃金台帳(写)」、「給与等の支払明細書

(写)」等の実際に支払われた１時間当たりの賃金等が明確となる資料（以下「確認資

料」という。）の提出は不要とする。ただし、市が賃金を構成する手当等の区分を確

認するために、当該協定等の締結前から雇用している適用労働者の確認資料の提出を

求めることがある。

受注者は、受注関係者があるときは、受注関係者に関する配置労働者報告書、就業

規則又は労働条件を通知した書面(写)及び確認資料についても取りまとめの上、提出

すること。

提出時期は、市と受注者の間で締結する年度協定書の締結日から１４日以内とする。

受注関係者があるときは、受注者と受注関係者との間及び受注関係者間で締結する契

約書等の締結日から１４日以内とする。やむを得ない理由がある場合を除いて、期限

までに提出されない場合は、指定を取り消すとともに指名停止等を行う。

（労働者支払賃金報告書の提出）

５ 受注者は、適用労働者の従事日数、従事時間、実際に支払った１時間当たりの賃金

などが確認できる資料として、労働者支払賃金報告書（以下「賃金報告書」という。）

及び確認資料を募集（申請）要項で指定された提出場所へ持参し提出すること。

受注者は、受注関係者があるときは、受注関係者に関する賃金報告書及び確認資料

についても取りまとめの上、提出すること。

提出時期は、指定期間中、各年度の１０月末、業務報告書提出時（翌年４月末）の

２回とする。ただし、当該指定管理業務の履行状況により、市が別に提出時期を定め

た場合は、その期限までに提出すること。やむを得ない理由がある場合を除いて、期

限までに提出されない場合は、指定を取り消すとともに指名停止等を行う。

（報告書の請求及び立入検査）

６ 市長は、支払われた賃金等の額が賃金等の最低額を下回るときその他受注者等が条

例に定める事項に違反する事実の申出があったとき及び条例に定める事項の遵守状

況を確認するため必要があると認めるときは、報告書の提出を求める。

提出された報告書でも履行状況が確認できないときは、立入検査を行う。報告書あ

るいは立入検査の結果、明らかに受注者等が負担すべき義務を果たしていないと確認

ができた場合は、是正措置を命じる。

（指定の取り消し等）

７ 受注者等が次の一に該当すると認められるときは、指定を取り消すとともに指名停

止等を行う。

（１）提出しなければならない配置労働者報告書、賃金報告書、その他の報告書、確
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認資料が期限までに提出されないとき。

（２）提出された配置労働者報告書、賃金 報告書、その他の報告書、確認資料の内

容が虚偽であったとき。

（３）立入検査を拒んだり、妨げたり、若しくは忌避したとき。

（４）立入検査で質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をしたとき。

（５）是正措置の命令に従わないとき。

（６）是正措置の報告をしないとき、又は虚偽の報告をしたとき。

受注者は、上記の規定による指定の取り消しによって、市に損害が生じたときは、

その損害を賠償しなければならない。ただし、市長がやむを得ない事由があると認

めるときは、この限りではない。

（１）から（６）の事由により指定を取り消した場合において、受注者等に損害

が生じても、市長はその損害を賠償する責任を負わない。

（１）から（６）の事由により指定を取り消したとき、又は指定期間終了後に条

例の規定に違反したことが明らかになったときは、指名停止等を行う。

（違約金）

８ 市長は、指定期間中に受注者等が条例の規定に違反したことが明らかになったとき

は、指定管理料の１０分の１に相当する額を違約金として請求する。

また、指定期間終了後に条例に違反していたことが明らかとなったときは、指定管

理料が１億円以上の場合は契約額の１０分の０．５に相当する額を、５千万円以上の

場合は契約額の１０分の０．７に相当する額を、１千万円以上の場合は契約額の１０

分の１に相当する額を違約金として請求する。

（公表）

９ 指定を取り消したとき又は指定期間終了後に条例の規定に違反したことが判明し

たときは、次の事項を公表する。

（１）指定管理協定の名称

（２）指定管理協定を締結した年月日

（３）受注者等の氏名及び所在地（法人その他の団体にあっては、名称及び代表者の

氏名並びに事務所の所在地）

（４）指定を取り消した年月日及び理由

（５）指定期間終了後に条例の規定に違反したことが判明した場合は、その違反内容

及びそれに対する措置

（その他）

１０ この特記事項及び手引に定めのない事項、又はこの契約について疑義が生じた事

項については、必要に応じて協議して定めるものとする。
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野田市立尾崎保育所の指定管理者が行う業務の内容及びその範囲等はこの仕

様書による。

1 趣旨

本仕様書は、野田市立尾崎保育所（以下、「保育所」という。）の指定管理

者が行う業務の内容及び履行方法について定めることを目的とする。

2 施設の概要

（1）所在地 野田市尾崎 1714 番地

（2）施設概要

① 敷地面積 約 2,617.96 ㎡

② 建築構造 軽量鉄骨造平屋建て

③ 延床面積 約 771.82 ㎡

④ 主要施設 ほふく室、保育室、遊戯室、調理室、事務室

⑤ 定員 0 歳児～5 歳児 計 150 人

3 保育所の管理に関する基本的な考え方

保育所の管理運営にあたっては、次に掲げる項目に沿って行うこと。

（1）「児童福祉法」その他関係法規を遵守し、その趣旨を十分に理解した上で

管理を行うこと。

（2）利用者の心情に配慮し、きめ細かいサービスの提供に努めること。

（3）市民の平等利用が確保されること。

（4）個人情報の適切な保護が図られていること。

（5）施設の効用を最大限に発揮し、利用者のサービス向上を図ること。

（6）効率的な管理を行い、経費の節減を図ること。

（7）管理に関する業務を一括して委託しないこと。

4 保育時間及び休日

（1）保育時間

①保育標準時間認定者

基 本 保 育：午前 7 時から午後 6 時まで

時間外保育：午後 6 時から午後 8 時まで

②保育短時間認定者

基 本 保 育：午前 8 時 30 分から午後 4 時 30 分まで

時間外保育：午前 7 時から午前 8 時 30 分まで

：午後 4 時 30 分から午後 8 時まで

（2）前項の規定にかかわらず、野田市休日保育事業実施要綱の規定に基づき、

休日保育事業を実施する。なお、休日保育の保育時間は午前 7 時から午
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後 6 時までとする。

（3）休所日

12 月 29 日から翌年の 1 月 3 日までの日

（4）（3）の規定にかかわらず、保育に支障がなく、かつ野田市が認めた場合に

限り、保育所の保育時間及び休日を変更することができるものとする。

5 定員

（1）入所定員は、0 歳児から 5 歳児までの合計で 150 人とする。

（2）（1）の規定にかかわらず、野田市は（千葉県）児童福祉施設の設備及び運

営に関する基準を定める条例及び野田市が定める野田市立保育所の職員

配置基準を満たすことを前提に、指定管理者に対し入所児童の受け入れを

依頼することができることとする。

（3）指定管理者は、（2）の規定による入所の依頼があった場合においては、正

当な理由なくこれを拒否することができないものとする。

6 指定期間

平成 29 年 4 月 1 日から平成 36 年 3 月 31 日までの 7 年間

7 法令等の遵守

業務の遂行に当たっては、保育所に係る法令等を遵守すること。特に次の

法令等に留意すること。なお、保育所の運営に関する関係通達等も遵守する

こと。

地方自治法、労働基準法等労働関連諸法、下請代金支払遅延等防止法、建

築物における衛生的環境の確保に関する法律、消防法、建築基準法、児童福

祉法、子ども・子育て支援法、（千葉県）児童福祉施設の設備及び運営に関

する基準を定める条例、保育所保育指針、保育所設置認可等の基準に関する

指針、保育所の設置等に関する事務取扱要領、野田市立保育所設置及び管理

に関する条例、野田市立保育所設置及び管理に関する条例施行規則、野田市

情報公開条例、野田市個人情報保護条例、野田市公契約条例等

※本指定期間中に関係法令に改正があった場合は、改正された内容を仕様と

する。

8 指定管理者が行う業務

指定管理者が行う業務の範囲は、次のとおりとする。

なお、業務の執行は指定管理者が自ら行うことを原則とするが、部分的業

務については、野田市の承諾を得て専門の事業者に委託できるものとする。

（1）保育所の運営業務

児童の保育、保育料等の徴収、事業計画・報告書等の作成及び提出
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（2）保育所の施設及び設備の維持管理業務

（3）その他保育所の運営・維持管理上必要な業務

9 自主事業について

指定管理者は施設の設置目的を効果的に達成するため、本施設を活用し自

主事業を実施することができる。なお、自主事業の実施については次の点に

留意すること（自主事業とは、指定管理者が自己の責任と経費において、イ

ベントや物販などを実施することをいう。）。

（1）保育所の運営業指定管理者が自主事業を実施する場合には、あらかじめ野

田市と協議し必要な許可を得なければならない。自主事業が、野田市の施

設としてふさわしくない場合は許可しないことがある。

（2）実施に際しては、児童の利用を妨げないよう配慮するとともに市民が参加

しやすい料金設定をするようにすること。

（3）自主事業に要する経費に野田市が支払う指定管理料を充てることはできな

い。ただし、指定管理者の経営努力により生じる指定管理料の余剰金額

（利潤）を充てることや指定管理者が雇用する職員が指定管理業務に支

障のない範囲で自主事業に従事することはできるものとする。

（4）事業計画書において提案された自主事業の採否については、協定を締結す

る際にあらためて協議するものとする。なお、提案された自主事業が認

められないことにより、申請自体を辞退する可能性がある場合、その旨

を事業計画書に明示すること。

（5）自主事業が、本来業務（指定管理業務）に支障を与えていると判断される

場合、自主事業の改善又は中止を命じる場合がある。

10 管理に関する経費

（1）管理に係る経費（指定管理料）

指定管理料は、実績に応じて特定教育・保育、特別利用保育、特別利用教

育、特定地域型保育、特別利用地域型保育、特定利用地域型保育及び特例保

育に要する費用の額の算定に関する基準等（平成 27 年 3 月 31 日内閣府告示

49 号）で定める公定価格に基づき、月ごとに支払うものとし、その他の経費

については、指定管理者と野田市との間で締結する年度協定書において定め、

実績に応じて 6 月ごとに支払うものとする。

（2）指定管理料の支払

指定管理料の支払方法は口座振込みとし、支払時期は野田市と指定管理者

の協議に基づき決定し、年度協定で定めます。

（3）保育料等の納入

児童福祉法第 56 条第 3 項の規定に基づく保育料及び主食費、延長保育料

（以下「保育料等」という）は野田市の収入となる。上記保育料等は原則と

して口座振替により徴収されるが、保育所において徴収する場合は、児童福
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祉法第 56 条第 4 項に基づき、指定管理者が徴収、集計、納入を行うこと。

なお、保育料等は公金として厳正に取扱い、徴収した翌日（金融機関の休業

日を除く）までに指定口座に納入すること。

また、保育料等の滞納が生じないよう、野田市と協力すること。

11 職員配置

（1）保育所に次の職員を置くこと。

①所長

②主任保育士

③保育士

④栄養士（兼務可）

⑤調理員

⑥事務員（兼務可）

⑦嘱託医（兼務可）

⑧嘱託歯科医（兼務可）

⑨看護師（兼務可）

（2）（1）に定めるもののほか、必要に応じ、保育士助手その他の職員を置くこ

と。

（3）（1）の規定にかかわらず、保育士に替えて短時間勤務の保育士を充てるこ

とができる。

（4）（3）の規定により短時間勤務の保育士を充てる場合においては、必要な勤

務時間が確保できるよう必要な人数を配置し、「保育所における短時間勤

務の保育士の導入について」（平成 10 年 2 月 18 日付け児発第 85 号厚生省

児童家庭局長通知）に定めた基準を遵守するものとする。

（5）栄養士、看護師及び（2）の規定によるその他の職員を置く場合において

は、他の施設等と兼務することができるものとする。ただし、看護師につ

いては、医療行為を必要とする児童が入所した場合などは、野田市の指示

に従って配置するものとする。

（6）（1）及び（2）の規定による職員に欠員が生じた場合には、速やかにこれ

を補充するものとする。

（7）（1）から（3）の規定による職員の氏名、経験年数等必要な事項について、

あらかじめ野田市に届け出るものとし、変更があった場合においてはその

都度届出を行うものとする。

（8）（7）の規定にかかわらず、指定管理者は、（7）の届出事項のうち、所長及

び主任保育士については、指定期間中原則として変更のないようにするこ

ととし、やむを得ず変更する場合には、原則として 1 月以上前に、履歴書

及び保育士資格者証明書を添付した上で野田市に協議し、承諾を得るもの

とする。また、クラス担任の保育士については、当該クラスの担任のうち

最低１名は翌年度に進級したクラスでも担任になることとし、やむを得ず
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翌年度に進級したクラス担任が全員変わる場合は、あらかじめ野田市の承

諾を得るものとする。野田市は正当な事由がある場合には、これを承諾す

るものとする。

12 所長等の資格及び職務

（1）職員の資格及び職務について、次の各号に規定する基準を遵守するものと

する。

①所長は専任とし、保育士資格を持ち実務経験 10 年以上の者を充てる。

所長は、保育所の業務を処理し、所属職員を指揮監督する。

②主任保育士は、実務経験 5 年以上の者を充てる。主任保育士は、所長を

補佐し、所長に事故あるときはその職務を代理する。

③主任保育士及び保育士は、児童の保育に当たり、野田市が定めた配置基

準に基づき配置する。

＜保育士配置基準＞

0 歳 1 歳 2 歳 3 歳 4 歳 5 歳

3：1 6：1 6：1 20：1 30：1 30：1

※保育士配置数の計算方法は、上記の表から年齢区分ごとに必要な保

育士数を算出し、小数点第 1 位以下を切上げ、配置する。

④看護師は、保育士との協力のもとに入所児童の健康観察及び医師との連

絡その他保健活動に従事するほか児童の保育に当たる。週 3 回以上、1

回当たり 4 時間以上勤務すること。ただし、医療行為を必要とする児童

が入所した場合などは、野田市の指示に従うものとする。また、勤務日

以外の緊急時には看護師により電話による指示等の対応が可能である

こと。

⑤事務員は、保育所内の事務業務に従事する。

⑥栄養士は、献立作成、調理員への指導を行うほか必要に応じて入所児童

の保護者等に対して栄養指導を行うとともに、給食及びおやつの調理業

務に従事する。

⑦調理員は、給食及びおやつの調理業務に従事する。

⑧その他の職員は、所長の命を受け所務に従事する。

（2）保育士の採用及び配置に当たっては、低年齢児クラスに保育経験の豊富な

職員を配置するなど、年齢構成のバランスに留意するものとする。

13 保育所の運営業務

（1）児童の保育

①野田市保育の実施に関する条例施行規則（平成 16年野田市規則第 18号）

第 2 条第 2 項の規定に基づき、保育所の入所承諾をした児童に対し、必

要な保育を行うものとする。

②指定管理者は、保育の実施等に当たって、児童福祉法その他の関係法令
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及び関係通知を遵守する義務を負うものとする。

③保育の内容は、（千葉県）児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を

定める条例第 49 条の定めるところによる。

④保育の実施に当たっては、「保育所保育指針」（平成 20 年 3 月 28 日付け

厚生労働省告示第 141 号）に基づいた保育を行い、健全で健康的な発達・

発育を促し、家庭養育の補完を行う。

⑤④の規定による入所児童の保育以外に、地域の子育て支援のために、野

田市内に住所を有する者又は野田市内に勤務する乳幼児の保護者等か

らの保育に関する相談に応じ、助言を行う。

⑥指定管理期間中において、法令の改正又は関係通知があった場合におい

ては、その対応方針及び対応時期について、野田市と協議して対応する

ものとする。

⑦保育の実施のほか、野田市が取り組む子育て支援施策について、可能な

限り協力しなければならない。

⑧保育所における保育活動の一環として行う諸行事、その他の所外行事に

ついては、既存の行事の継続性と、保育サービス向上のための特色ある

行事への取組に配慮しつつ企画し、行事計画をあらかじめ野田市に届け

出なければならない。

（2）時間外保育

時間外保育を実施するときは、野田市立保育所設置及び管理に関する条例

施行規則に規定する事項を遵守するものとする。

保育士は基準配置により配置する。但し、2 名を下ることはできない。時

間外保育の保育士配置数（基準配置）の計算方法は、本仕様書 12（1）③の

保育士配置基準から、年齢区分ごとに必要な保育士数を小数点第 1 位まで算

出し、その数について、全ての年齢分を合算した後、小数点第 1 位を四捨五

入する。

（3）子ども・子育て支援交付金事業等

①野田市の申出があった場合において、必要な人員が確保され、かつ保育

可能と認められる場合には、特別な事情がある場合を除き、障がい児保

育を実施するものとする。

②保育所地域活動事業として、高齢者とのふれあい事業を実施するものと

する。

③②の事業のほか、事前に野田市の承認を得た場合に限り、子ども・子育

て支援交付金事業等を実施することができる。

④子ども・子育て支援交付金事業等を実施する場合においては、各種事業

の実施要綱その他の関係通知の規定に適合するようにしなければなら

ない。

⑤子ども・子育て支援交付金事業等を実施した場合、事業毎に事業実績及

び経費の内訳を野田市に対し報告しなければならない。
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（4）保育料等の納入

保育料等の徴収は、原則として口座振替によるが、保育所で徴収する場合

は、児童福祉法第 56 条第 4 項に基づき、指定管理者が徴収、集計、納入を

行なうこと。保育料等は公金として厳正に取扱い、徴収を行った翌日（金融

機関の休業日を除く）までに指定口座に納入すること。また、保育料等の滞

納が生じないよう、野田市と協力すること。

（5）業務計画・報告書等の作成及び提出

①毎年度当初、業務計画書を作成し、野田市に提出すること。

②毎年度終了後、業務報告書を作成し、野田市に提出すること。

③その他、野田市から依頼があった場合は、その都度、調書等を作成し、

野田市に提出すること。

14 保育所の施設及び設備の維持管理業務

（1）施設及び備品等

①保育所の施設、備品（購入価格が 1 件 1 万円未満又は短期間に消耗する

物品等を除く。）及び物品等について無償で使用することができる。

②保育所の施設、備品及び物品等について善良な管理者の注意義務をもっ

て管理するものとする。

③保育所の施設及び備品の現況を常に把握し、その施設及び備品の維持保

全並びに使用の適否について留意するとともに、備品について常に把握

する。また備品台帳（①の備品と後出⑤の備品は別々に作成すること）

を整備保管し、変更があった場合は更新するものとする。

④遊具等保育所の施設、備品の児童の利用に当たっては、その安全性を常

に確保するとともに、そのための安全点検を定期的に実施すること。ま

た、安全点検で異常を発見した場合には速やかに野田市に報告し、野田

市の指示に従うこと。

⑤①に定める備品のほかに、保育の実施に必要な備品を購入又は持ち込む

ことができる。

⑥⑤の規定により、指定管理者が新たに必要であると判断し、備品を購入

又は持ち込む場合においては、あらかじめ野田市と協議すること。購入

した備品類の所有権は指定管理者に帰属し、当該備品に不具合が生じた

場合の修繕については指定管理者が負担すること。

⑦保育所の施設及び備品については、本業務以外の目的で使用することが

できない。ただし、あらかじめ野田市の承認を得た場合又は野田市から

の申出があった場合はこの限りではない。

⑧野田市による施設及び備品に対する管理行為に対し、可能な限り協力す

るものとする。

⑨物品等について、使用により破損、滅失等した場合は補充し、その使用

に支障のないようにしなければならない。
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⑩保育所の施設及び備品の一部又は全部が滅失若しくは損傷した場合は、

速やかに野田市に報告しなければならない。

⑪施設及び備品に不備や不具合がある場合は、野田市に改善を申し出るこ

とができる。野田市は必要性を判断して備品の更新を行なうこととする。

⑫上記のほか、備品は、野田市物品管理規則に基づき適正に管理すること。

（2）施設及び備品の修繕

①施設の修繕で 1 件当たり 20 万円（消費税及び地方消費税を含む。）以上

のものについては、野田市が行うものとする。ただし、管理上の瑕疵に

起因する修繕の場合はこの限りではない。

②①の修繕については、野田市の承認を得た上で指定管理者が実施するこ

ともできる。ただし、緊急やむを得ない場合はこの限りではない。

（3）施設の維持管理

施設内の維持管理に関する次の業務を実施する。

①浄化槽の点検、清掃に関すること。

②暖房設備の点検、清掃に関すること。

③グリストラップ清掃に関すること。

④機械警備に関すること。

⑤室内の消毒、清掃に関すること。

⑥消防設備等保守点検に関すること。

（4）施設における病害虫の防除

「野田市の施設等における農薬・殺虫剤等の適正使用に係る基本指針」に

基づき、防除管理者を定めるとともに、施設ごとに「農薬・殺虫剤等の薬

剤の適正使用マニュアル」を作成して適正に病害虫の防除を行うこと。

15 給食とおやつの提供

（1）給食は、千葉県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例第

15 条の定めるところにより行うものとする。

（2）開設日において、来所児童に対し次のとおり給食とおやつを実施する。

①月曜日から金曜日までの昼食における全ての来所児童に対する副食及

び主食

②月曜日から土曜日までの全ての来所児童に対するおやつ

③月曜日から金曜日までの午後 6時を超える時間外保育を利用する児童に

対するおやつ

④土曜日の昼食における来所児童のうち 3歳未満児に対する主食及び副食

（3）（2）②の規定によるおやつのうち、月曜日から金曜日までについては、原

則として手作りおやつを提供する。

（4）給食においては、「日本食品標準成分表」を使用して栄養給与目標を満た

す栄養計算に基づいた献立を作成する。

（5）指定管理者が提供する給食とおやつについては、入所児童の食物アレルギ



10

ー等に十分留意するものとする。

（6）全ての食材について、納入業者又は購入元を明らかにしておくものとする。

（7）献立及び原材料について事前に野田市及び保育所保護者に情報提供するも

のとする。

（8）指定管理料のうち、各月の 3 歳以上の児童数に 400 円を乗じた額以上の費

用について、3 歳以上の児童の主食の購入費用及び主食の処遇改善のため

の材料費に充てなければならない。

（9）（8）の規定にかかわらず、やむを得ない場合に限り、（8）の規定による費

用の一部を、3 歳以上児に対する副食の処遇改善のための費用に充てるこ

とができるものとする。

16 入所児童の健康管理

（1）入所児童の健康管理を図るため、次に掲げる事業を実施すること。

①嘱託医による健診を年 2 回、嘱託歯科医による健診を年 1 回実施する。

②尿検査を年 1 回実施する。

③入所児童の健康状態を記録し、保管する。

④保育所内は、常に整理整頓、清潔に努め、健康・安全管理を行う。

⑤SIDS（乳幼児突然死症候群）に対する知識を深め、その予防に努める。

⑥入所児童の健康状態について、必要に応じ嘱託医及びかかりつけ医師に

相談の上、適切に対応する。

⑦児童虐待の防止等に関する法律（平成 12 年法律第 82 号）の規定を遵守

し、児童虐待の防止及び虐待の早期発見に努め、必要に応じて野田市及

び関係機関との連携を図る。

⑧保育所内の服薬については、医師の指示書及び保護者からの服薬依頼書

に基づいて行い、薬品の管理は、当該児童のクラス担任の保育士又は看

護師が適切に行う。

（2）（1）①、②の規定による健診、検査については、年度途中において入所す

る児童に対しても、年 1 回実施のものは 1 回、年 2 回実施のものは概ね半

年に 1 回実施するよう努める。

17 教材の選定

（1）保育所において児童の保育のために使用する教材は、指定管理者が児童の

保育効果の向上に有効適切と認めるものでなければならない。

（2）教材の選定に当たっては、あらかじめ野田市の承認を得なければならない。

18 保護者からの実費徴収

保護者から実費を徴収する場合については、徴収の対象となる物品の種類

及び金額について、あらかじめ野田市の承認を得なければならない。
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19 災害・事故対策

（1）指定管理者のサ－ビス提供方法、従業員の責任等に起因する災害及び事故

については、指定管理者が責任を負うものであること。

（2）野田市内において震度 4 以上の地震が発生した際、開所時間内の場合は、

速やかに被害状況を確認し、保育課へ報告すること。また、開所時間以外

の場合は、別途協議すること。

（3）危機発生時の状況によっては、随時各施設に協力を求める可能性があるた

め、指定管理者はそれに協力するよう努めること。

（4）緊急時の対応マニュアルや緊急連絡網を作成すること。

（5）傷害保険、施設賠償保険については、次の A の保険に加入し、かつ B の

保険と同等の保険に加入すること。

A「（社）全国私立保育園連盟 保育園児団体傷害保険」

（掛け金は、規程に基づき指定管理者と保護者で折半負担）

入院保険金日額 1,800 円

通院保険金日額 1,200 円

B「全国市長会 学校災害賠償補償保険」（1Ｄ2 型）

賠償責任保険

身体賠償

1 名につき 100,000 千円

1 事故につき 1,000,000 千円

財物賠償

1 事故につき 20,000 千円

補償保険

死亡 1,000 千円

後遺障害 30 千円～1,000 千円

（注意：保険の内容については、協定締結時に変更となる場合がある。）

（6）保育所の火災保険及び「（独）日本スポーツ振興センター」に係る傷害保

険については、野田市が加入するものとする。

20 事故等の報告

（1）次に掲げるいずれかの事由が生じたときは、直ちにその状況を書面をもっ

て野田市に報告しなければならない。

①入所児童及び施設利用者等に傷害、死亡その他の重大な事故があったと

き。

②災害又は事故により、施設及び設備を損傷したとき。

（2）（1）の規定にかかわらず、指定管理者は、保育所敷地内における事故及び

入所児童の敷地外における保育中又は通園途中における事故については、

保険給付の有無にかかわらず、発見次第速やかに野田市に報告するととも
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に、緊急やむを得ない場合を除き、野田市の指示に基づき、速やかに必要

な対応を行うものとする。

21 防火・避難

（1）消防法（昭和 23 年法律第 186 号）第 8 条に規定する防火管理者を置くこ

と。

（2）防火管理者は、保育所の防火及び避難について、次の各号の事項を内容と

する計画を作成し、野田市に提出しなければならない。

①防火についての組織及び訓練に関すること。

②防火器具の管理に関すること。

③火災発見時の処置に関すること。

④火災時の児童の避難に関すること。

⑤重要物品の搬出に関すること。

⑥その他防火管理者が必要と認めること。

（3）（2）①に掲げる訓練の実施については、月に 1 回以上実施するものとする。

22 防犯対策

（1）施設内の危機、安全管理及び防犯のため巡回を行うとともに、無人となる

時間帯については機械警備による対策を講じ、トラブルが発生した場合、

野田市及び関係機関に連絡するとともに迅速に対応すること。

（2）入所児童の送迎者の把握について万全を期すとともに、不審者の侵入に対

して防犯ブザーを使用するなど入所児童の安全確保のために必要な体制を

整備し、併せて、児童に危害が及ぶ場合に備えて、警察等関係機関に迅速

かつ的確に通報できるよう必要な訓練を行うものとする。

23 食品衛生責任者

（1）食品衛生責任者を置くこと。

（2）食品衛生責任者は、食中毒の予防、伝染性疾患や感染症の予防に努めると

ともに、野田市及び嘱託医、保健所と連携をとりながら衛生管理に努める

こと。

（3）食品衛生責任者について、あらかじめ書面により野田市に報告すること。

24 職員の採用・配置

職員の採用及び配置に当たっては、労働関係法令を遵守しなければならない。

次期指定管理者が現指定管理者と異なる場合には、現に採用している非常勤の臨

時保育士（勤務場所尾崎保育所）が、次期指定管理者の定める雇用条件で引き続

き尾崎保育所での勤務を希望する場合は、優先的に雇用するよう努めること。
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25 公契約条例について

(1) 条例の適用

野田市では、公契約に係る業務の質の確保及び公契約の社会的な価値の向

上を図るため、平成 21 年 9 月に「野田市公契約条例（平成 21 年野田市条例

第 25 号）」を制定し、平成 24 年 10 月の条例改正により、当該指定管理業務

に従事する適用労働者に、本仕様書 13 ページの表「市長が定める賃金の最

低額一覧（平成 27 年度適用分）」に記載されている最低額以上の賃金を支払

わなければならないほか、労働者の適正な労働条件の確保等を求めることと

している。

なお、野田市公契約条例、野田市公契約条例施行規則等の改正により、下

表「市長が定める賃金の最低額一覧（平成 27 年度適用分）」に記載されてい

る最低額については、今後見直しを予定しているため、同表の見直し予定額

を遵守することを前提に応募すること。

詳細については、別添の「野田市公契約条例に係る特記事項（指定管理協

定用）」を参照のこと。

(2) 比較する賃金の構成

最低額と比較する賃金は、最低賃金法（昭和 34 年法律第 137 号）に基づ

く最低賃金制度に定める「所定内給与」のうち、基本給及び諸手当（精皆勤

手当、通勤手当、家族手当は除く。）とし、これらの賃金等を 1 時間当たり

に換算した額となる。

また、次の手当は評価する賃金に含めない。

・臨時に支払われる賃金（結婚手当など）

・1 か月を超える期間ごとに支払われる賃金（賞与など）

・所定労働時間を超える時間の労働に対して支払われる賃金（時間外割増

金など）

・所定労働日以外の労働に対して支払われる賃金（休日割増賃金など）

・午後 10 時から午前 5 時まで間の労働に対して支払われる賃金のうち通

常の労働時間の賃金の計算額を超える部分（深夜割増賃金など）

表 「市長が定める賃金の最低額一覧（平成 27 年度適用分）」（単位：円／時間）

職 種 27 年度適用分最低額 見直し予定額

保育士 1,013 円 1,049 円

栄養士 1,013 円 1,049 円

調理員 849 円 882 円

看護師 1,067 円 1,104 円

事務補助 850 円 885 円

用務員 849 円 882 円

※2 つ以上の業務を兼務している場合は、最低額の高い職種で比較すること。
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26 雇用等への配慮

雇用に際しては、地元住民を可能な限り雇用するように努めるとともに、

物品及び役務の調達に当たっても、可能な限り地元業者に発注するように努

めること。

27 就業規則等の届出

野田市は、指定管理者が採用した職員の待遇が適正であるか把握するため、

就業規則、給与規程等の提出を求めることができる。

28 職員研修

（1）職員に対し、資質の向上を目指す目的で次に掲げる研修を行うものとする。

①保育所内研修は定期的に行い、OJT や経験保育士からの知識と技術を継

承する研修を行う。また、嘱託医、看護師、栄養士、調理師等を活用し

保育所内研修を行う。

②保育所外研修は、中長期的な計画の下に職員の派遣を行い、最新の保育

知識と技術を習得するための研修を行う。

（2）保育所の組織性や職員の意識を高め、保育の質の向上を図るため、保育内

容の自己評価を毎年実施すること。また、外部機関による第三者評価を定

期的に実施し、結果の公表すること。

29 職員の健康管理

（1）全職員を対象とした健康診断を年 1 回以上実施する。

（2）全職員を対象とした腸内細菌検査を月 1 回以上実施する。

（3）（2）の規定にかかわらず、調理員においては、5 月から 9 月までの間、腸

内細菌検査を月 2 回以上実施する。

30 運営協議会

（1）保育所の円滑な運営に資するため、尾崎保育所運営協議会（以下「協議会」

という。）を設置するものとする。

（2）（1）の協議会の運営について、必要な規程を整備しなければならない。

（3）協議会の構成員には、保育所保護者の代表者及び野田市の職員を含めると

ともに、必要に応じて児童福祉に関する学識経験者や地域住民の代表者等

を委員に加えるよう努めるものとする。

（4）協議会において要望があった場合においては、保護者の意向調査等を実施

し、協議会に報告するとともに、保護者の要望に対し、誠意をもって対応

を検討するものとする。
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31 個人情報の取扱い

指定管理者は、野田市個人情報保護条例、基本協定及び別記「個人情報の

保護に関する事項」に基づき、個人情報保護マニュアルを作成し、個人情報

の適正な管理を行うものとする。

32 情報セキュリティの確保

指定管理者は、業務の処理に当たって、野田市情報セキュリティポリシー

の本旨に従い、情報資産（個人情報を含む。）を適正に取扱うこと。また、

別記「情報セキュリティ特記事項」を遵守すること。

33 情報公開

指定管理者は、公の施設の管理に関する情報の公開を行うために基本協定

に基づき、必要な措置を講じること。

34 保護者への情報提供等

（1）保護者との間で日常的に入所児童の状況や育児に関する情報交換を行うも

のとする。

（2）（1）の情報交換については、面会、連絡ノート、電話等により直接的に行

うよう努め、個々の育児相談等についても積極的に対応するものとする。

（3）園だよりを毎月発行し、利用者への情報提供に努めるものとする。

（4）（3）に定めるもののほか、指定管理者は、児童福祉法第 48 条の 3 の趣旨

を踏まえ、地域住民への情報提供に努めなければならない。

35 苦情処理

（1）利用者からの苦情に適切に対応するため、苦情処理に関する規程を整備し、

所長を苦情解決責任者とし、所長が指定する職員を苦情受付担当者とする。

（2）（1）に定める者のほか、第三者を苦情相談員として委嘱し、利用者が相談

できるよう必要な措置を講ずるものとする。

（3）（1）の規程を整備した際には、利用者に広く周知するとともに、その概要

を常に掲示するものとする。

（4）苦情について対応した場合は、苦情の種別及び対応の種別に集計し、定期

的に野田市に報告するものとする。

36 事業計画

指定管理者は、当該年度の事業計画を策定し、野田市に報告すること。

37 状況報告及び現地検査

野田市は、管理及び業務の状況等について指定管理者に報告を求めること

ができ、必要に応じて、現地検査を行うことができる。
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38 指定管理者と野田市の責任分担

責任の内容 責任の分担

施設等の損傷 施設等の管理上の瑕疵によるもの。指定管理者

上記以外のもの。 事案の原因ごとに判断し、野田

市と指定管理者が協議して定

める。

利用者等への

損害賠償

施設等の管理上の瑕疵によるもの。指定管理者

上記以外のもの。 事案の原因ごとに判断し、野田

市と指定管理者が協議して定

める。

施設等の修繕 施設等の大規模な修繕 野田市

施設等の小破修繕（1 件当たり 20

万円（消費税及び地方消費税を含

む。）未満のもの。）

指定管理者

保険の加入 火災保険 野田市

利用者等に係る損害賠償保険（施設

賠償保険）

指定管理者

※１ 施設等の小破修繕のうち野田市が付保した保険が適用できる場合に

ついては、その保険を適用するものとし、保険により補てんされた金

額を除いた額を指定管理者の負担とする。

※２ 本表に定めのない場合又は疑義がある場合は双方の協議の上決定す

る。

39 管理運営業務を実施するにあたっての遵守事項

管理運営業務を実施するにあたっては、次に掲げる事項を遵守して円滑か

つ効率的に実施すること。

（1）保育所が公の施設であることを常に念頭におき、公平な運営を行い、特定

の利用者に有利あるいは不利になる運営を行わないこと。

（2）野田市との連携を図った運営をすること。

（3）指定管理者が施設の管理運営に係る規程等を定めるときは、野田市と事前

に協議すること。

（4）施設の管理運営に係る規程等が定められていないときは、野田市の条例等

に準じて、又は野田市と協議のうえ運営すること。

40 指定の取消し

指定管理者が行う管理運営の適正を期すため、次に掲げる事由に該当する

場合には、地方自治法第 244 条の 2 第 11 項の規定により、指定管理者の指

定を取消し、又は期間を定めて管理運営の全部又は一部の停止を命じること

がある。
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（1）指定管理者が、野田市が行う報告の要求、実地調査又は必要な指示に従わ

ないとき。

（2）指定管理者による管理を継続することが適当でないと野田市が認めるとき。

41 業務開始について

平成 29 年 4 月 1 日からの指定管理者による管理業務が円滑に行われるよ

う、指定期間の開始日前から準備を行うこと。

42 業務の引継ぎ

（1）指定管理者への引継ぎ

現指定管理者から次期指定管理者への引継ぎが必要になった場合は次

のとおりとする。

①事前引継ぎ

ア 指定管理者の指定の通知を受けたときは、平成 28 年 4 月から平成

29 年 3 月まで継続して、保育所の行事その他運営状況の把握等必要

な引継ぎを行うこと。

イ 平成 29 年 1 月から 3 月までの 3 か月間、野田市の指示により、保育

士（所長、クラス担任保育士等の予定者）等を配置し、現場引継ぎ

等を行うこと。なお、当該経費については別途協議の上、業務委託

により野田市が負担する。

43 指定期間満了時等の引継ぎ

指定期間が満了し、かつ、引き続き指定管理者とならない場合は、速やか

に保育所に関する事務を整理し、野田市又は野田市が指定する者に対して業

務の引継ぎを行うこと。

また、指定を取消された場合は、「野田市立保育所の指定管理者の業務の引

継ぎに関する協定書」に基づき、業務を引き継ぐ者に対しても同様の引継ぎ

を行うこと。

44 特記事項

（1）野田市が行う事業等については、優先的使用を認めること。

（2）行政財産目的外使用許可は野田市が行う。

45 協議

この仕様書に定めがない事項又は疑義が生じた場合は、野田市と指定管理

者が協議の上決定する。
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